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第１章 都道府県向けデジタル中核人材養成研修実施の手引き 

第１節 本書の目的  

本書は、都道府県が自主的に実施する「デジタル中核人材養成研修」（以下「本研修」）の手引きで

す。令和５・６年度の厚生労働省委託事業の研修をもとに、研修の目的・内容・運営方法をまとめまし

た。 

デジタル中核人材は、介護現場における生産性向上を推進するために、主に介護ロボット及び介護分野

で活用する ICT などの介護テクノロジー（以下、介護テクノロジー）導入の中核的役割を担う人材を指

します。介護テクノロジーの導入は、現場の業務改善を伴うものであり、生産性向上の基本的な取り組

みの一環となります。本研修は、生産性向上の意義を適切に理解して、介護テクノロジーを活用するス

キルを身につけた人材が介護現場で活躍し、多くの介護施設・事業所において生産性向上に取組みが推

進されるための、人材育成プログラムです。 

 本研修では、厚生労働省が発行する「介護サービス事業における生産性向上に資するガイドライン」

(以下「生産性ガイドライン」という）を活用しています。厚生労働省が主催する「生産性向上ビギナー

セミナー」「生産性向上フォローアップセミナー」に参加した方はもちろん、それ以外の方でも生産性

ガイドラインの内容を包含しつつ、介護現場で介護テクノロジーを導入する場面で必要となるであろう

介護テクノロジーの知識、また組織運営の手法を学ぶことができるように構成されています。 

尚、都道府県で本研修の企画・運営を担当される方には以下①～④を、講師の方には以下④～⑤をご

参照頂く想定で本書を作成しています。 

① 第１章 都道府県向けデジタル中核人材養成研修実施の手引き  Ｐ．２ 

② 第２章 デジタル中核人材を育成する背景           Ｐ．３ 

③ 第３章 研修の企画と運営                  Ｐ．８ 

④ 第４章 デジタル中核人材研修の概要             Ｐ．１７ 

⑤ 第５章 デジタル中核人材研修の具体的講義内容        Ｐ．２１ 
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第２節 研修の実施体制と研修概要  

本研修は下図のように、事前課題、オンラインによる集合研修、自職場での実践(宿題)と確認テスト

によって構成されています。 

上記の研修を都道府県が円滑に推進するための推奨実施体制を以下に記載します。 

（１） 研修主催者：都道府県担当者等において研修の企画立案・実施（必要に応じて委託）

します。  

（２） 運営事務局：研修主催者と連携して、研修開催に係る一連の業務（参加者募集から修

了までの受講者管理、テキストや講義に必要なコンテンツ準備、講師（メイン及びサ

ブ）の手配、修了テストの実施、受講者へのアンケートの実施 

（３） メイン講師：本研修における講義の遂行及びサブ講師への指導・指示・連携を行いま

す。 

（４） サブ講師：受講者が円滑に受講できるようメイン講師の補助を行います。主にグルー

プワークを行う場合にグループ分けされた小グループ内の講師役を担います。 

 

 

 

図 1 研修の流れと受講者・事務局が行うこと 
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第３節 研修の企画から終了までの流れ  

本研修はオンラインで実施されます。研修の流れは以下の通りで、使用ツールの設定や講師・受講者

間のコミュニケーション手段の準備が必要です。 

 

第２章 デジタル中核人材を育成する背景 

第１節 介護現場でデジタル中核人材が必要となる背景  

２０４０年頃に高齢者人口がピークを迎える一方で、生産年齢人口（15 歳以上 65 歳未満）は、これ

からの 20 年で２割以上が減少すると見込まれています。介護分野に目を向けると、都道府県が推計し

た介護職員の必要人数推計によれば、２０４０年度には約 272 万人の介護職員が必要となり、約 57 万

人の不足が予測されています。将来にわたって必要な介護サービスを安心して受けられるよう、その担

い手を確保することは喫緊の課題となっています。このため国は、①介護職員の処遇改善、②多様な人

材の確保・育成、③離職防止・定着促進・生産性向上、④介護職の魅力向上、⑤外国人材の受入環境整

備、など総合的介護人材確保対策を進め、加えて、報酬改定や補助金などの財政面の支援も進めていま

す。 

こうした事態を受けて令和５年度にスタートしたデジタル行政改革会議においても、介護が重点産業

分野の一つとして示され、デジタル技術の活用等を通じて生産性を向上させることで、サービスの質の

向上と従業員の業務負担の軽減を図る必要があると閣議決定されました。同会議では、介護分野でのデ

ジタル活用の進捗状況を測定するため、KPI（重要業績評価指標）を設定し、その中で人材育成の指標と

して「デジタル中核人材育成」人数が KPI 項目の一つに取り上げられ、今後はその成果がデジタル庁の

政策ダッシュボードを通じて公表されていく予定です。 

表 1 研修企画から修了までの流れ 
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図 2 介護現場の生産性向上のためのロジックモデル（デジタル庁 HP 掲載図 

図 3 介護現場の生産性向上のための主要指標（ＫＰＩ）（デジタル庁 HP 掲載図） 

本研修は、地域の介護サービスを持続可能にし、さらなるサービスの質の向上を実現するために、ま

ずはそれを担う人材育成が重要であるという認識から端を発しています。本研修を通じて育成された人

材は、現場で介護テクノロジーの導入を効果的に推進する数々の経験を経た上で、地域全体の介護テク

ノロジー導入におけるリーダー的な存在となり得ます。都道府県のご担当におかれましては、地域にお

けるデジタル中核人材養成の位置づけや重要性をご認識いただき、本研修を通じて、地域やそれぞれの

施設・事業所の実情を踏まえた生産性向上の取り組みを進めて行くことで、介護サービスの質の向上と

持続可能な介護行政を実現して頂ければと考えています。 
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第２節 介護テクノロジーを活用する人材の定義と必要なスキル  

第１項 デジタル中核人材の定義  

デジタル中核人材は、介護テクノロジーの導入を通じ、業務効率化や介護の質向上を推進する役

割を担います。施設の運営方針を理解し、現場の意見を取りまとめながら、テクノロジー活用をマ

ネジメントする人材です。 

 この人材は、国や都道府県、各団体が実施する研修を修了し、現場でリーダーシップを発揮しな

がら、介護事業所における生産性向上委員会の中心的役割を果たします。 

 

 

 

 

 

 

 

第２項 デジタル中核人材に必要なスキルセットとマインドセット  

そもそも、デジタル中核人材とは、どういった介護テクノロジーの活用を担うのでしょうか。そ

の対象とする領域について以下の厚生労働省の資料図を参考に供します。 

図 4 デジタル中核人材のイメージ 

図 5 介護テクノロジーの活用 
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具体的なデジタル中核人材の人材像は、「令和６年デジタル中核人材養成に向けた調査研究事業」に

おけるデジタル中核人材の実態調査の結果から、介護テクノロジーの導入を積極的に進めている事業所

の事例などを参考に、以下のように抽出しました。 

 

１．介護現場でテクノロジーを活用した生産性向上に取り組むにあたっての基礎的な理解
1.1 背景や現状の理解、介護現場における基礎的な理解

・介護職の倫理と利用者の全人性、尊厳について実践的に理解している

・介護過程について理解をしている

・介護生産性向上の取組における背景や必要性を理解している

・介護における生産性向上の考え方について理解している

・科学的介護について理解している

1.2 テクノロジーへの理解
・介護現場で活用できるテクノロジーについて理解している※情報を常にアップデートしている

・テクノロジー導入と運用に関するコストについて理解している

・ネットワーク環境構成について理解している

・導入における行政からの支援内容を理解している

・テクノロジー活用におけるセキュリティ対策や個人情報保護に関する対策について理解している

２．介護現場でテクノロジーを活用した生産性向上を中心となって推進するためのスキル
2.1 課題解決スキル

・生産性向上で活用できる各種ツールを知っており活用できる

・現場課題を捉えて、解決への道筋を描くことができる

・課題解決の道筋を計画に落とし込むことができる

・現場課題を解決できるテクノロジーの要素を捉え、比較検討することができる

2.2 ファシリテーションやリーダーシップ
・チームのリーダーとしてリーダーシップを発揮して、チームメンバーをまとめることができる

・上長やチームメンバー、職員とコミュニケーションを取り、心理的安全性の高い環境づくりができる

・チームを動かすファシリテーションを行うことができる

・事業所内で上長や職員にプロジェクトの意義や成果をプレゼンテーションすることができる

2.3 プロセスマネジメントスキル
・生産性向上の取組内容と手順について理解している

・取組の進捗管理を行うことができる

・壁に当たった時に試行錯誤を繰り返し壁を乗り越えることができる

・取組の成果を分析できる

・取組の振り返りを行い、計画の練り直しを行うことができる

表 2 デジタル中核人材に必要なスキルセットとマインドセット 
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また、調査等に基づき、参考としてデジタル中核人材がどのような場面で活躍するのか、その想定

される活躍の姿を図式します。以下の図は、デジタル中核人材が所属する介護施設・事業所の内部で

の活躍する際の姿を示していますが、中長期的には当該本人と所属先が了解すれば、例えば他の介護

施設・事業所の取組のアドバイスを行ったり、都道府県等が主催する本研修の支援を行うことも視野

に入れていただけるとよいと考えています。 

  
表 3 デジタル中核人材活躍のイメージ 

意思決定（経営） 改善活動推進 職員とのコミュニケーション 介護テクノロジー能力の発揮

委員会への参加
生産性向上・介護テクノロジー
の自己学習や情報アップデート

改善PDCA課題出し
関係職員の意見引き出し

（傾聴／ファシリテーション）

改善PDCA課題絞り込み
関係職員の意見収束

（ロジカルシンキング／リーダーシップ）

介護テクノロジーテスト導入
テスト仕様・評価軸作成

テスト実施と評価

委員会への説明・決裁 課題PDCA解決案策定
介護テクノロジー選定

（事業所向け仕様確定・契約）

改善の具体計画作成
IT等を活用した効果的研修実施
（マニュアル作成・Web研修）

取組実施
介護テクノロジーの実用定着
（現場に即した微調整）

効果測定案策定 IT等を活用した効果的効果測定

課題PDCA振り返り
関係職員の意見引き出し

（傾聴／ファシリテーション）
IT等を活用した効果的効果測定

委員会への報告 改善PDCA課題再設定

納得して行動してもらうための
職員への説明・同意

職員向け介護テクノロジー研修実施

プレゼンテーション／資料作成
説得／プロジェクトマネジメント

リーダーシップ

デジタル中核人材の活躍イメージ

介護テクノロジー比較

ネット調査
販売者に相談

自治体や近隣施設に相談

更なる改善ＰＤＣＡを回す



9 

第３章 研修の企画と運営 

第１節 開催に向けた準備  

第１項 研修企画工程の概要  

研修の企画は研修開始日から 3 カ月以上前に開始します。日程が確定したら研修メイン講師の手配

とサブ講師の募集を実施します。受講者の募集は現場のシフト編成を考慮して 1 月以上前に広報しま

す。受講希望者が申し込みやすいよう日程に配慮が必要です。以下は令和６年度の例です。 

図 6 研修の企画から終了まで 

  

令和 6 年度の例 
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第２項 研修プログラムとスケジュールの検討  

本研修は、事前課題・オンライン講義・自職場での実践を含みます。介護職員が無理なく受講でき

るよう、スケジュールを工夫してください。PC やオンラインツールに不慣れな受講者もいるため、

使用マニュアルの配布や説明会の実施を検討しましょう。 

また、オンライン講義の場合、受講者が環境整備を行う時間も必要になります。介護現場では、日

常的に PC やオンラインツールを使用することが一般的ではなく、苦手意識がある職員も少なくあり

ません。受講者が安心して受講できるように、使用する Web 会議システムやオンラインツール等の

マニュアル配付、または説明会開催も検討しつつ、スケジュールを計画する必要があります。 

表 4 デジタル中核人材養成研修 プログラム 

区分  時間  内容  

事
前
課
題  

Web 動画視聴 
 【必須】  

約 20 分  
厚生労働省 2024 年度生産性向上の取組に関する介護事業所向
けビギナーセミナー動画「介護現場の生産性向上における厚
生労働省の取組等について」  

約 35 分  

厚生労働省 2024 年度生産性向上の取組に関する介護事業所向
けビギナーセミナー動画「介護サービスの生産性向上の基本
と取組のポイント 介護経営としての業務改善の考え方と今日
からできること」  

オンデマンド動画 
【必須】  

約 30 分  介護職の倫理と利用者の全人性・尊厳の実践的理解  
約 25 分  介護過程の応用的理解  
約 30 分  介護テクノロジー活用の基礎的理解  

外部プログラム 
【推奨】  

-  

介護テクノロジーに関する外部の研修・資格等を活用し、介
護テクノロジーの基本的な知識や、介護現場での導入・活用
方法について、積極的に学習・情報収集を行うことを推奨す
る。  

集
合
研
修  

オンライン授業 
【必須】  

約 180 分  介護現場の業務改善（演習）  
約 180 分  介護テクノロジーの導入（演習）  
約 180 分  利用者支援に向けた活用（演習）  

自職場での実践 
【必須】  

約 4 週間  課題①業務分析  
約 4 週間  課題②介護テクノロジー導入計画書の作成  

確認テスト 
【必須】  

約１週間  オンラインを活用した確認テスト  

オンデマンド動画は、「介護現場の生産性向上を促進するための中核人材のスキル強化と習得プロ
グラムに関する調査研究事業」（令和 5 年度老人保健事業推進費等補助金）で使用した動画を活用
した。  
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第３項 メイン講師の依頼と研修内容の調整  

本研修は介護テクノロジーの介護現場への導入などを含むオペレーション変革を通じ、介護業務の

効率化と介護の質の向上を実現する人材を育成する観点から、メイン講師は、標準的なカリキュラム

にある講義内容を実践したことがある人が望ましいと考えられます。講師要件として、介護現場での

実務経験や、ICT 導入支援等の実務経験があり、これまでに同様の研修を担当したことがあることが

求められます。 

事務局はメイン講師が第４章研修の概要について熟知し、第５章デジタル中核人材の具体的な講義

概要に基づいた研修が実践できるよう、打ち合わせを行います。研修で実際に使用する ICT ツール

の手配や使用環境などの確認も行っておきます。 

 

★ メイン講師の要件の例 

【必須条件】 

・ 介護施設・事業所での勤務経験（介護職以外の職種を含む）が 3 年以上ある。 

・ 現在の職場（介護施設・事業所）や過去の職場で生産性向上ガイドラインを使って

介護テクノロジーの導入や運用について主体的に関わったことがある。 

・ 職場において、傾聴を行い、多様な意見を引き出すような対話ができている。 

・ 研修内で受講者が体験する各 ICT に精通し、サブ講師や受講者に対して操作方法

を指導したり、IT トラブル発生時に問題解決することができる。 

・ Web 会議システム（Zoom や Teams など）を使って、研修やミーティングを主

催したことがある。 

・ セミナーや研修会、学校等で講演や講義を行ったことがある。 

・ 介護施設・事業所において介護職の実務経験がある。 

・ 研修会等でグループワークのファシリテーションを円滑に行うことができる。 

★ 募集開始までに準備すること 

・ メイン講師とサブ講師の依頼 

・ 研修で使用するオンラインプラットフォームの選定（Zoom，Slack など） 

・ メイン講師と研修プログラムの確認（使用するツールやアプリの決定） 

・ 事前課題（web 動画，オンデマンド動画）の実施方法の検討 
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尚、令和 6 年度デジタル中核人材研修でメイン講師を務めたのは以下の通りです。メイン講師は生産

性向上活動や介護テクノロジー導入支援について豊富な知見を持っている人材を活用しました。 

表 5 参考資料 令和６年度 デジタル中核人材 オンライン授業内容ごとのメイン講師一覧 

内容 担当講師 

オンライン 
授業【必
須】 

介護現場の業務改善  
（講義・演習） 

学識経験者、生産性向上ガイドラインを活用した経験の
ある業務アドバイザー、研究者   

介護テクノロジーの導入
（講義・演習） 

学識経験者、生産性向上ガイドラインを活用し介護テク
ノロジー導入の支援経験がある業務アドバイザー、研究
者 

利用者支援に向けた活用
（講義・演習） 

学識経験者、生産性向上ガイドラインを活用し介護テク
ノロジー導入の支援経験がある業務アドバイザー、介護
福祉関連団体推薦者 

 

第４項 受講者数（受講定員）の検討とサブ講師の選定  

本研修は、Zoom 等の Web 会議システムを使用したオンライン講義のなかで、受講者が実際にオ

ンラインツールを操作しグループワークを行う演習が多く含まれています。演習では、介護現場の生

産性向上の取り組みについての助言に加え、受講者同士のディスカッションがしやすい環境の確保

や、PC やオンラインツールの操作に不具合が生じた際の対応が必要になります。 

また、オンライン講義日以外でも、受講者自身が自職場で取り組む実践（課題①業務分析、課題②

導入計画書作成）があります。課題期間中、受講者の実践を促進するために、受講者同士の情報交換

や必要な助言を行うサポートが必要になります。 
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受講者が安心して効果的に学習できるように、少人数のグループを担当するサブ講師の配置を念頭

に受講者数（受講定員）とサブ講師数を決定しましょう。サブ講師が担う役割によって、介護サービ

スや介護現場の生産性向上についての理解、介護テクノロジーについての知識や経験の他にも、ファ

シリテーションスキルなどの講師要件を設定する必要があります。研修期間中のサブ講師の役割や連

携方法等について、メイン講師と検討してください。 

 
 
 
 
 

★ サブ講師の要件の例 

（1）必須条件 

・ 介護施設・事業所の勤務経験（介護職以外の職種を含む）が 3 年以上あ

る。 

・ 現在の職場（介護施設・事業所）や過去の職場で、介護テクノロジーの導

入や運用に関わったことがある。 

・ 職場において、傾聴を行い多様な意見を引き出すような対話ができてい

る。 

・ PC を使って、Word での文書作成や、Excel で表計算や図表作成を行うこ

とができる。文書保存については、クラウドやサーバー、PC ドライブを適

切に利用することができる。 

・ Web 会議システム（Zoom や Teams など）を使って、打合せだけでな

く、チャットを送ったり資料を画面共有したりすることができる。 

（2）望ましい要件 

・ 介護施設・事業所において介護職の実務経験がある． 

・ セミナーや研修会，学校等で講師や講義を行ったことがある． 

・ 研修会等でグループワークのファシリテーションを円滑に行うことができ

る． 

・ 次のツールの基本的な操作を行うことができる． 

Google アプリ（ドライブ・スプレッドシート・スライド・ドキュメント・

Keep），Slack（ビジネスチャットツール） 
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尚、令和 6 年度デジタル中核人材研修でサブ講師を務めたのは以下の通りです。 

表 6 参考資料 令和６年度 デジタル中核人材 サブ講師一覧 

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

都道府県 所属等 都道府県 所属等 

北海道  居宅介護支援事業 ケアマネジャー 静岡県  特別養護老人ホーム介護職 

北海道  入所・居住系施設 介護職 静岡県  医療系施設 介護職 

北海道  居宅介護支援事業 ケアマネジャー 静岡県  入所・居住系施設 介護職 

北海道  特別養護老人ホーム 相談職 静岡県  病院 医療職 

北海道  入所・居住系施設 医療職 愛知県  入所・居住系施設 介護職 

北海道  居宅介護支援事業 ケアマネジャー 愛知県  訪問系サービス 介護職 

青森県  介護老人保健施設 事務職 愛知県  介護老人保健施設 医療職 

岩手県  ICT ベンダー 三重県  社会福祉法人本部 事務職 

宮城県  訪問系事業所 事務職 滋賀県  福祉用具貸与事業所 専門相談員 

宮城県  ICT 導入支援 京都府  入所・居住系施設 管理職 

秋田県  入所・居住系施設 施設長 大阪府  システム開発 代表 

山形県  通所系サービス事業所 相談職 大阪府  訪問系サービス 経営者 

福島県  居宅介護支援事業 ケアマネジャー 兵庫県  特別養護老人ホーム 医療職 

茨城県  特別養護老人ホーム 医療職 奈良県  居宅介護支援事業 ケアマネジャー 

栃木県  入所・居住系施設 介護職 和歌山県  通所系サービス 医療職 

群馬県  入所・居住系施設 代表取締役 和歌山県  特別養護老人ホーム 介護職 

埼玉県  入所・居住系施設 本部職員 鳥取県  介護老人保健施設 介護職 

埼玉県  入所・居住系施設 医療職 島根県  入所・居住系サービス 事務職 

埼玉県  入所・居住系施設 相談職 岡山県  大学 

千葉県  特別養護老人ホーム 相談職 広島県  入所・居住系サービス 管理者 

千葉県  入所・居住系施設 職員 山口県  有料老人ホーム 相談職 

千葉県  特別養護老人ホーム 介護職 山口県  社会福祉法人本部 事務職 

千葉県  入所・居住系施設 介護職 徳島県  特別養護老人ホーム 相談職 

東京都  居宅介護支援事業 ケアマネジャー 香川県  特別養護老人ホーム 相談職 

神奈川県  通所系サービス事業所 経営者 愛媛県  介護老人保健施設 介護職 

神奈川県  介護系株式会社 職員 高知県  通所系サービス 事務職 

新潟県  福祉用具貸与事業所 専門相談員 福岡県  入所・居住系サービス 管理者 

富山県  通所系サービス 社長 福岡県  通所系サービス 事務職 

富山県  通所系サービス 介護職 福岡県  居宅サービス事業所 事務職 

富山県  特別養護老人ホーム 医療職 福岡県  通所系サービス 事務職 

石川県  グループホーム 管理者 佐賀県  小規模多機能型居宅介護 相談職 

石川県  有料老人ホーム 介護職 長崎県  通所系サービス 医療職 

福井県  入所・居住系施設 相談職 熊本県  入所・居住系サービス 介護職 

山梨県  多機能系サービス 相談職 大分県  入所・居住系サービス 経営 

長野県  通所系サービス 管理者 宮﨑県  通所系サービス 医療職 

岐阜県  特別養護老人ホーム 介護職 鹿児島県  居宅介護支援事業 ケアマネジャー 

岐阜県  特別養護老人ホーム 介護職 沖縄県  居宅介護支援事業 ケアマネジャー 
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令和 6 年度デジタル中核人材養成研修の例：サブ講師のスキル向上の工夫 

サブ講師の多くは、ふだんは介護現場で働く介護職・相談職の方々でした。オンラインツール
を使って臨機応変に対応することに慣れて頂くため、次のような対応をしました。 
・ 研修開始前に Slack でサブ講師用のチャンネルを開き、事務連絡は原則 Slack に統一しまし

た。ふだんの業務で使っていないビジネスチャットツールに慣れて頂くことで、研修開始後
は受講者の質問にもスムーズに対応していました。 

・ 担当以外の研修を、自由に傍聴できるようにしました。オンライン講義の流れや、グループ
ワークのファシリテーションの方法を参考にしていただくことができました。 

 

第５項 受講者管理  

募集要項には、研修の概要のほかに、オンライン講義を受講する

ために必要となる受講環境、研修で使用するツールやアプリの一覧

も記しておくとよいでしょう。オンライン講義を受講するために、

受講者には Zoom の基本的な操作スキルが必要になります。同時

に、本研修ではツールやアプリを実際に操作する演習が多く含まれ

ていますので、たとえばツール等の基本操作の資料や動画の配付

は、受講者の安心にもつながります。 

また、受講者を少人数グループに分けて対応し、受講者同士の情報交換ができる環境を整備するこ

とによって、研修効果の向上につなげることができます。介護サービスは、入所系・通所系・訪問系

等の様々な種類があり、利用者の状態やサービスの特徴によって介護テクノロジー導入による生産性

向上の取り組みにも違いがあります。受講申込の際に、勤務先のサービス種別を把握し、種別によっ

てグループ分けを行うことも検討してください（令和 6 年度の研修では、サブ講師の所属先の種別も

考慮し、受講者グループとサブ講師のマッチングも行いました）。 

令和 6 年度デジタル中核人材養成研修の例：サブ講師 1 人あたりの受講者数（グループ） 

令和 6 年度の研修では、7～14 名程度のグループにサブ講師 1 名を配置しました。トラブル対応
は、メイン講師や事務局も連携して対応しました。 
研修では、自職場での生産性向上の取り組みを報告する時間がありますが、グループメンバー
の人数が多くなるほど、発表時間に影響します。人数が多く全員の発表が難しい場合は、サブ
講師が提出された課題から好事例を選定し、特定の受講者が発表する形で事例を共有する工夫
をしました。 

★ Zoom の基本操作 

名前表示の変更 

マイクのオン・オフ 

カメラのオン・オフ 

ブレイクアウトルール 

チャット 

画面共有 
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第６項 受講者への連絡  

受講者には、オンライン講義の Zoom ミーティング招待用 URL をメールで送ります。オンライン

講義を受講する際の注意事項や、使用するアプリの説明も記しておきましょう。  

オンライン講義では、Zoom の URL や資料等を連絡・共有するため、登録したメールが届かない

という状況を避ける必要があります。Slack 等のビジネスチャットツールを併用し、受講者との連絡

手段を複数確保できると、トラブルの発生を防ぐことができます。また、メールによる案内は複数回

送信することで「もう一度、送って欲しい」といった問合せを減らすことができます。 

第２節 研修期間中の業務  

第１項 講義運営  

オンライン講義では、受講者の効果的な受講環境を維持するために、メイン講師・サブ講師・事務

局が連携する必要があります。事前の打合せを行い、役割分担を確認しておきましょう。受講者に

は、Zoom の名前表示やカメラをオンにする等、受講の際の注意事項を設定し、講義の冒頭で周知し

ます。注意事項の詳細は、あらかじめ募集要項や事前連絡のメールにも示しておきます。 

また、本研修では Zoom やツール等の操作が多いため、講義の進行の補助やトラブル対応に備え

て、メイン講師とは別に、PC やツール等の操作に対処できるオペレータ担当を配置すると、講義の

運営がスムーズに進められます。 

★ オンライン講義に出席する際の注意点など 

・ PC（推奨）やタブレット（外付けのキーボード）で受講する。スマートフォンで

の受講はツール等の操作ができないため不可とする。 

・ Web カメラ、マイク、イヤホンを準備する。 

・ 出席確認や効果的なグループワークのため、カメラは常に「オン」にする。 

・ Zoom の名前は、出席確認ができるように受講者の名前を正しく表示させる。 

・ 複数名で参加する場合、同室から参加するとハウリングが発生し、グループワー

クに支障が出るため、場所を分けるかイヤホンで音を漏らさないように注意す

る。 

・ 受講者がオンライン講義にしっかり参加できるように、参加当日の受講環境につ

いては、あらかじめ勤務先と相談しておく。 
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出席確認は、受講者が実際に講義に参加している様子を、Zoom の画面上で確認していきます。受

講者が多い場合は、サブ講師が中心になって担当グループの出席状況をチェックすると効率よく行う

ことができます。Google スプレッドシートで出席簿を作成すると、メイン講師・サブ講師・事務局

が出席状況をリアルタイムで共有することができますので、おすすめします。 

※注意：受講者リストを講師と事務局で共有する際は、受講者や研修部外者がアクセスできないようにする

ことや，研修終了後のアクセスを制限するなどセキュリティ対応に注意してください。 

 

  

令和 6 年度デジタル中核人材養成研修の例：事前打合せとオペレータ担当の配置 

令和 6 年度の研修では、毎回、オンライン講義開始 30 分前にサブ講師に集まっていただき、サ
ブ講師向けガイドラインによる講義の流れと留意点、出席確認の方法、対応に困ったときの情
報共有の方法等の確認を行いました。 
また、本研修では、2～3 名のサブ講師にオペレータ担当を依頼しました。Zoom やツール等の
操作、ブレイクアウトルームの設定やチャットを使った資料や Google アプリのリンクの配付、
トラブル対応などの運営補助を担っていただきました。 

図 7 Google スプレッドシートを使った出席管理表の例 
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第２項 講義後の対応  

オンライン講義では、受講者の受講環境が整わず情報の確認ができないケースや、トラブルが発生

したために補足が必要なケースが起こることがあります。講義が終わった後に、研修資料の共有や確

認事項等の連絡等を、ビジネスチャットツールで共有できるようにしておくと、受講者は安心して受

講を終えることができます。 

また、本研修では、自職場での実践を行う期間が 2 度あります。受講者同士の情報交換やサブ講師

からのアドバイスを得ながら、受講者が勤務先での実践を進められるように、ビジネスチャットツー

ルの活用をおすすめします。 

入室できるメンバーどうしがチャットでコミュニケーションをとるスペース（チャンネル）を設定する。 
【主なチャンネルの例】 

〔デジタル中核人材養成研修_掲示板〕 →研修の共通する連絡を掲示する。 
〔問合せ_講義や課題など〕 →講義内容や課題について主にメイン講師や事務局への問合せ対応を行う。 
〔入所系_居住系の情報交換〕 →入所系サービスについての情報交換を行う。 
〔01_サブ講師 room〕 →研修セット№1 のサブ講師・メイン講師・事務局が情報共有や連絡を取り合う。 
〔01_受講者 room〕 →研修セット№1 の受講者とサブ講師が全員で情報交換を行う。 
〔01_ａグループ〕 →研修セット№1 のａグループの受講者と担当サブ講師が情報交換を行う。 

受講する際に必要となる手続きや
マニュアルなどを添付する。 

図 8 Slack を使った受講者支援の例（研修の共通掲示板の画面） 



19 

オンライン講義の後は、講義アンケートを行いましょう。受講者の声をフィードバックすること

で、オンラインでは確認しづらい受講者側の困りごとの把握と、研修運営や講義方法の改善に努める

ことが重要です。 

図 10  Slack を使った受講者支援の例（自職場での実践についての助言と共有） 

ある受講者の勤務先での実践と、サブ講師からの助言を、同じグループの受講者
（チャンネルに入っている全員）が共有できる。 

ある受講者が、自職場での実践（介護テクノロジーの導入計
画書作成）の課題を、チャンネル内でサブ講師へ提出し、意見
を求めている。 

サブ講師からのコメントや助言
が回答されている。 

オンライン講義が終わった後に、受講者が資料をダウンロード
や閲覧ができるようにする。 
資料は Google ドライブに保存し、受講者やサブ講師が共
有できるように設定する。 

図 11 Slack を使った受講者支援の例（オンライン講義の案内） 

受講者とサブ講師に向けて、オンラ
イン講義の連絡をする。 
メールと併用することで、メール受
信の不具合などトラブルを避ける。 
課題の共有やグループワークの準
備について、すべての受講者・サブ
講師が情報を共有できる． 

図 9 Slack を使った受講者支援の例（資料の共有） 
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第３節 研修後の業務  

第１項 確認テスト  

すべてのオンライン講義が修了した後、講義資料を基に確認テストを実施します。Google フォー

ムを活用し、Zoom のチャット・メール・Slack で受講者に案内し、解答後に合否結果を送ります。 

第２項 修了要件の管理 

研修修了後、修了要件をすべて満たしているかを確認します。修了要件を満たしていない場合、そ

の旨と理由を記載した修了証発行不可に関する通知を受講者へ送信するなど、受講者への説明が必要

になります。事務局は、受講者からの問合せに対応できるよう、受講状況の記録を管理することが求

められます。 

第３項 修了後のアンケートの実施 

毎回実施する講義アンケートとは別に、研修プログラム全体や運営についての評価や、研修の効果

測定を行うアンケート調査を実施することが考えられます。研修内容についての理解度や満足度に関

する評価とともに、研修受講による勤務先での生産性向上の取り組み状況を追跡調査することで、生

産性向上の取り組みの着手・継続の状況の把握が期待できます。 

 

  

令和 6 年度デジタル中核人材養成研修の例：確認テストと修了要件の確認 

令和 6 年度の研修では、メイン講師が研修で使用した講義資料から、基本的な知識を確認する問
題を選択式で 10 問作成し、Google フォームを使って実施しました。合格基準を正答率 60％以
上、解答期間を１週間としました。正答率は 7 割以上であり不合格者はいませんでした。 
また、確認テスト実施にあわせて、事前課題（Web 動画とオンデマンド動画視聴）受講と、自職
場での実践課題（課題①業務分析，課題②介護テクノロジー導入計画書作成）の課題提出の確認
期間（期限の延長）を１週間設けました。 
修了証は研修管理システムを用いて、受講者自身でダウンロードできるようにしました。修了要
件を満たしていないケースについては、修了証発行不可とその理由を記した通知を個別にメール
で送付しました。 
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第４章 デジタル中核人材研修の概要 

第１節 標準的なカリキュラムの概要  

第１項 概要  

本研修は介護現場における生産性向上を目的に、介護テクノロジーを効果的に活用し、質の高い

ケアを実現するスキルを身に着けることを目標としています。また、チーム全体で業務改善に取り

組むためのリーダーシップや、自立支援・個別性の高いケアを支える科学的介護の知識・スキルを

習得します。これにより、職場の介護サービスの質向上を目指し、介護テクノロジーの導入と業務

改善プロジェクトを円滑に推進する能力を養います。  

研修はオンラインで開催されます。事前課題ではオンデマンド動画の視聴で基礎的な知識につい

て学習します。集合研修は Zoom を使用したオンライン研修で生産性向上ガイドラインに基づく活

動や介護テクノロジー導入の計画立案などを体験し、集合研修の間に行う自職場での実践では、業

務分析と介護テクノロジー導入計画書の作成について実際に自職場で行動することを試みることで

オンラインの受講を中心としながら、自職場で行動する力を養います。 

図 12 デジタル中核人材養成研修の目的と到達目標 
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第２項 受講者  

受講対象者は、介護サービス施設や事業所等での勤務経験が３年以上あり、業務改善や介護テク

ノロジーの導入・運用に関わっている、または今後取り組みたいと考えている方です。 

第３項  研修プログラムの構成  

研修プログラムは、事前課題、集合研修、自職場での実践で構成され、研修終了後には確認テス

トが実施されます。集合研修は３日間で構成されますが、１日目と２日目、２日目と３日目の間隔

は１か月程度に設定し、この間に自職場での実践を試みる課題が課されています。

 

図 13 研修プログラム 

第４項 標準的なカリキュラム 

標準的なカリキュラムは、介護現場の生産性向上を促進するための中核人材のスキル強化と習得

プログラムに関する調査研究(厚生労働省令和５年度老人保健健康増進等事業)を基に、令和６年度

デジタル中核人材養成に向けた調査研究事業における実態調査及び有識者委員会による検討に基づ

き以下のように作成しました。 
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表 7 標準的なカリキュラム 

  

 

第２節 事前課題  

事前課題は、オンライン講義開始前に必須の動画視聴やオンデマンド動画受講を行います。この事前

課題は受講者のレディネスを整える目的で行われます。聴講内容は以下の通りとなります。 

表 8 事前課題一覧 

 厚生労働省のビギナーセミナー動画視聴（合計約 55 分） 

・介護現場の生産性向上における厚生労働省の取組等について（約 20 分） 

・介護サービスの生産性向上の基本と取組のポイント（約 35 分） 

 オンデマンド動画受講（合計約 85 分） 

・介護職の倫理と利用者の全人性・尊厳の実践的理解（約 30 分）  

・介護過程の応用的理解（約 25 分）  

・介護テクノロジー活用の基礎的理解（約 30 分）  

教育内容 獲得スキル

1．2024年度「生産性向上の取組に関する介護事業所向けビギナーセミナー」(動画)

(1)「介護現場の生産性向上における厚生労働省の取組等について」

(2)「介護サービスの生産性向上の基本と取組のポイント～

介護経営としての業務改善の考え方と今日からできること～」

２．オンデマンド動画

(1)介護過程の応用的理解

(2)介護職の倫理と利用者の全人性・尊厳の実践的　理解

(3)介護ロボット･ICT活用の基礎的理解　(施策の動向及びITセキュリティを含む)  1.2テクノロジーへの理解

3．集合研修

(1日目)介護現場の業務改善（演習）

(2日目)介護ロボット・ICTの導入（演習）

(3日目)利用者支援に向けた活用（演習）

4．自職場での取り組み課題

(1)業務分析  2.2ファシリテーションや

リーダーシップ

(2)介護ロボット・ICT導入計画の作成  2.3プロセスマネジメント

スキル

5．確認テスト

*研修終了後１週間以内に実施します。受講者は受講資料を確認しながら回答します。

 1.1背景や現状の理解、介護

現場における基礎的な理解

 1.1背景や現状の理解、介護

現場における基礎的な理解

集合研修では総合的に学習

します。
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第３節 集合研修のカリキュラムの概要  

集合研修は講義と演習を取り入れ、基本的な知識を身に着け、演習によって体験することでブルーム

の教育分類における認知領域から情意領域までを円滑に学び、自職場での実践を行うことで精神運動領

域までを学ぶことができるよう配慮されています。研修実施に当たっては添付資料を参考に、講義を組

み立ててください。 

第１項 １日目 介護現場の業務改善（約４時間３０分） 

教育目標: 介護保険制度や生産性向上の基礎知識を学び、課題の見える化やケーススタディを通じ

て、実践的な問題解決スキルを習得します。 

初日は、オリエンテーションを通じて研修の目的や進行方法を共有し、参加者間の交流を深めま

す。その後、介護保険制度の概要や生産性向上の必要性に関する基礎的な知識を学び、具体的な課題

解決スキルを習得するセッションが行われます。課題の見える化やケーススタディを通じて、問題発

見とその解決に向けた実践的な手法を身に付けます。 

第２項 ２日目 介護テクノロジーの導入（約３時間３０分） 

教育目標：介護テクノロジーの特性を理解し、業務改善に向けた導入計画策定スキルを養います。グ

ループワークと実践的演習を通じて、現場の課題解決に直結する実用的な導入・活用スキルを身につ

けます。 

２日目は、介護テクノロジーを活用した業務改善についての基礎的な理解を深めるとともに、導入

計画の策定に向けたグループワークが行われます。また、主要な介護テクノロジーの特性を理解し、

実践的な演習を通じて導入・活用スキルを高めます。この日には、自職場での課題を基にした計画の

作成も含まれ、現場での実用性を意識した内容となっています。 

第３項 ３日目 利用者支援に向けた活用（約３時間３０分） 

教育目標：介護テクノロジーを活用した利用者支援の具体的な方法を理解し、実践を通じて学び、個

別ケアの改善方法を考案します。これによって、実務に活かせるスキルを身につけます。 

最終日には、介護テクノロジーを活用した利用者支援に焦点を当て、具体的な活用方法を、演習を

通じて学びます。また、チームで成果を生み出すための考え方や方法、ならびにデータ分析・活用の

ポイントを議論し、個別ケアの改善方法を探ります。最後に、3 日間の学びをまとめるとともに、修

了要件について確認します。  



25 

第４節 集合研修後の宿題(自職場での実践) 

集合研修の期間中に、受講者には自職場で取り組む２つの実践課題を課します。一つ目の課題は業務

改善です。オンライン講義１日目で、生産性向上の基本的な知識と実践的な問題解決スキルを学習した

後、実際に自職場でプロジェクトチームを立ち上げ、または既存の委員会活動をとおし、自職場の課題

を可視化するための取り組みを約 1 か月のなかで実践します。二つ目の課題は、介護テクノロジーの導

入計画書の立案です。オンライン講義２日目で、介護現場の課題解決のために必要となる介護テクノロ

ジーの導入・活用スキルを学習した後、実際に自職場で介護テクノロジーの導入・活用を推進するため

の取り組みを約 1 か月のなかで実践します。 

課題は、生産性向上ガイドラインで公開されている、「改善方針シート」と「進捗管理シート」を共

通の課題シートとして作成します。受講者は、作成した２つのシートを、それぞれ次のオンライン授業

で、グループ内で報告・共有するようにします。 

二つの課題は、集合研修で演習をとおして模擬的に学習したスキルを、受講者自身が自職場で実践す

ることを期待するものです。したがって、オンライン授業の１日目から３日目までの学習内容と自職場

の実践は、連動していることが最も理想的な流れとなります。 

また、自職場での実践の期間は、サブ講師が中心となって、担当している受講者をサポートしていき

ます。オンラインでコミュニケーションがとれるように、Slack 等のビジネスチャットツールを活用し

ます。受講者のなかには、何から始めたらよいか迷う人もおり、実践を開始できない方や、授業のなか

で学習した内容の再確認を必要とするケースなども考えられます。受講者が質問しやすい環境をつく

り、自職場で実践する際の助言や、他の受講者の実践を共有できるようにサポートしていきます。 

表 9 宿題(自職場での実践)一覧 

 課題①：業務分析（約４週間） プロジェクトチームの立ち上げ 

業務改善に取り組むためのプロジェクトチームを立ち上げる。既存の委員会がある場合は、委員会の中で課題と

して取り上げる。 業務分析の取組：講義の中で紹介した業務改善のためのツールから勤務先に合ったものを選

び、チームで業務分析を行う。 課題の提出：研修管理システムへ期日までに提出する。 

課題②：介護テクノロジー導入計画書の作成（約４週間） 導入計画書の作成 

業務分析で可視化された課題を解決するために活用できる、介護テクノロジーの導入を目指し、導入計画書を作

成する。  
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表 11 課題➀改善方針シートの例 表 10 課題➀改善方針シートの例 

表 12 課題②進捗管理シートの例 
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注意点： 

受講者の立場や勤務先の状況によって、研修受講期間中にプロジェクトチームを立ち上げることが困

難であったり、既に介護テクノロジー導入に着手した後であったり、様々な状況が想定されます。ま

た、業務分析によって可視化された優先的に取り組むべき課題は、介護テクノロジー導入以外の方法で

解決をめざす場合もあります。 

介護テクノロジーの導入は、組織の意思決定によるため、受講者一人の実践だけでは限界もありま

す。介護テクノロジーの導入に寄らない課題解決についても広く許容し、受講者が介護現場の生産性向

上のプロセスを実践的に学習できるようにしてください。 

 

第５節 確認テスト  

集合研修終了後１週間以内に、オンラインを活用した確認テストが実施され、学習の達成度を確認し

ます。 この研修プログラムは、介護現場での生産性向上を目指し、介護テクノロジーの効果的な活用方

法を学ぶためのものであり、受講者が実践的な知識とスキルを身につけることを目指しています。 

 確認テストは講義内容に沿って以下のような内容で構成します。 

表 13 確認テストの概要 

  

  

オンライン授業  出題範囲  出題想定数  

１日目  
生産性向上ガイドラインの説明  1 問  

業務分析  2 問  

２日目  

介護テクノロジーの活用  2 問  

リーダーシップ  1 問  

介護テクノロジー導入計画  1 問  

３日目  
介護テクノロジーの活用  1 問  

利用者支援  2 問  
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第５章 デジタル中核人材研修の具体的な講義内容 

第１節 講師の役割  

 デジタル中核人材養成研修では研修の各単元を進行するメイン講師と、講義内で実施されるグループ

ワーク(演習)のファシリテーションや研修課題に対する相談について助言するサブ講師が配置されま

す。 

メイン講師は、研修参加者が介護現場における生産性向上を目的とした業務改善や介護テクノロジー

の活用を実践的に学べるよう、研修プログラム全体を主導します。講義や演習の中で、具体的かつ実践

的な知識やスキルを提供することにより、受講者が自職場での実践に即座に活かせるよう指導します。 

研修の初日には、全体オリエンテーションを通じて研修の目的や流れを明確に説明し、受講者同士の

交流を促進します。また、オンラインツール（Zoom や Google アプリ等）の使い方を指導し、円滑な

研修運営をサポートします。メイン講師は、介護現場で実際に直面する課題を取り上げたケーススタデ

ィを用いながら、問題解決能力の向上を目指します。 

さらに、研修では各講義の内容を基に、自職場で実践するための課題（業務分析や介護テクノロジー

導入計画書の作成）の指導を行います。受講者がこれらの課題に取り組む際、メイン講師は具体的なア

ドバイスを提供し、課題遂行の方向性を明確にします。 

メイン講師のもう一つの重要な役割は、サブ講師との連携を通じて、個別対応やグループワークの進

行を支援することです。１０～１５名の受講者グループに対して割り当てられるサブ講師が適切に機能

するよう、必要に応じて指導や調整を行います。また、受講者が課題に関する相談や情報共有をスムー

ズに行えるよう、サブ講師との協働体制を構築します。 

最終的に、メイン講師は研修の質を維持する責任を負い、受講者の修了要件が満たされるように確認

します。確認テストを通じて、受講者が習得した知識とスキルを評価し、フィードバックを提供しま

す。このようにして、メイン講師は受講者が介護現場で即戦力となる人材へと成長するための基盤を築

く役割を果たします。 
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サブ講師はファシリテーションや進行補助を行うとともに、受講者の出欠確認を担当します。当日ま

でに説明を受け、集合研修中のファシリテーションすべき内容を把握し、ブレイクアウトルーム内でフ

ァシリテーションを行います。また、研修期間中の課題に関して、進捗状況の確認や質問を受けるなど

伴走支援を行います。 

 

 

第２節  メイン講師の講義内容  

以下に日程ごとの講義内容を説明します。巻末資料に基づき、以下の内容についてご講義をお願いい

たします。 

表 14 研修 1 日目の時間割 

時間
9:30-9:35 開会挨拶
9:35-9:45 オリエンテーション（研修の流れ、Zoom操作説明)
9:45-10:05 受講生自己紹介
10:05-11:05 第１講 生産性向上にまつわる制度とガイドラインの解説
11:05-11:15
11:15-12:15 第２講 介護現場の問題発見と解決スキル：ケーススタディー1
12:15-13:00
13:00-13:30 第３講 介護現場の問題発見と解決スキル：ケーススタディー2
13:30-13:45 第４講 生産性向上推進体制加算(Ⅰ)を算定している施設の紹介（動画視聴）
1345-14:00 次回までの課題と今後の連絡手段について

受講案内

内容

休憩

休憩

図 14 メイン講師とサブ講師の役割 
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第１項 【１日目 介護現場の業務改善の講義内容】  

1. 生産性向上の背景と制度とガイドラインの解説 

１日目 第１講 生産性向上にまつわる制度とガイドラインの解説 60 分 

・生産性向上が必要な背景を理解する。またガイドラインに沿った生産性向上のプロセスを体験

する。 

・この体験では講義中に ICT を活用し、実際の操作を体験する。 

本講義では高齢者人口の増加に伴う介護現場の課題と、それに対応するための制度的枠組みについて学び

ます。令和 6 年度改正介護保険法での生産性向上推進体制加算や、介護生産性向上総合相談センターの設置

が紹介され、これらを活用した具体的な取り組み方が説明されます。介護事業所が持続可能なサービスを提

供するためには、「介護の価値を高める」視点で業務改善を行うことが求められていることを学びます。 

 

 

 

 

 

 

また、デジタル中核人材は生産性向上推進活動に沿って介護テクノロジーを活用することが求められるた

め、生産性向上ガイドラインの概要を学びます。 

 

図 16 生産性向上及びガイドライン解説の研修資料抜粋 

生産性向上に取り組む場合、一般的に複数名からなる委員会等を設置しますが、研修ではこれを体験する

ために生産性向上委員会の設置を想定したメンバー設定を考えることを受講者に求めます。 

図 15 生産性向上及びガイドライン解説の研修資料抜粋 

表 15 生産性向上及びガイドライン解説の研修資料抜粋 
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全体を通じて、受講者が IT ツールの操作で困らないよう、操作方法についても解説し、受講者の IT スキ

ルの向上を図ります。 

 

 

 

  

図 17 生産性向上及びガイドライン解説の研修資料抜粋 

図 18 生産性向上及びガイドライン解説の研修資料抜粋 
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現場での業務改善を効果的に進めるためには、課題を「見える化」することが重要です。課題把握シート

や気づきシートを活用して、業務の現状と課題を整理します。その後、PDCA サイクル（Plan, Do, Check, 

Action）を活用し、課題解決に向けた計画を立案し、実行・評価を繰り返すことで、改善活動を持続的に推

進します。これにより、職員全員が一丸となって改善に取り組む環境づくりを目指します。このためにま

ず、自職場で過去に取り組んだことがあるもしくは取り組んでいる改善活動を 7 つのカテゴリ（例：業務効

率化、利用者満足度向上など）に分類し、振り返ることで実践的に学びます。 

 

図 19 生産性向上及びガイドライン解説の研修資料抜粋 

 

このワークでは個人でワークシートの記入を行い、グループに分かれて、記入した内容を共有します。 

受講者は web 上に設定されたグループでディスカッションを行うため、IT ツールの層が必要になります。

Zoom を使用した場合にはブレイクアウトルームへ移動することになりますがその操作方法についても説明

します。 

 

 

 

図 20 生産性向上及びガイドライン解説の研修資料抜粋 
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2. 介護現場の問題発見と解決スキル：ケーススタディ１ 

１日目 第２講 介護現場の問題発見と解決スキル：ケーススタディー1 60 分 

・一般的な介護現場における課題について、生産性向上委員会を想定したグループワークで、

課題を分析し、対応方法を体験する。 

・この体験では講義中に ICT を活用し、実際の操作を体験する。 

本講義で受講者は仮想の施設で生産性向上委員会を開催し、課題解決方法を学びます。課題の内容を読み

解き解決の方向性を定め、意見や経験を共有しながら優先課題を選定。具体的なアクションを考案します。

併せて最先端 ICT ツールの体験を通じて実践的なスキルを習得します。グループでの議論を通じて、多様な

視点からの意見交換が行われ、現場での具体的な実践に結びつくアイデアを共有します。 

 

 

図 21 介護現場の問題発見と解決スキルの研修資料抜粋 

図 22 介護現場の問題発見と解決スキルの研修資料抜粋 
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3. 介護現場の問題発見と解決スキル：ケーススタディ 2 

１日目 第３講 介護現場の問題発見と解決スキル：ケーススタディー2 30 分 

・一般的な介護現場における課題について、生産性向上委員会を想定したグループワークで、課

題を分析し、対応方法を体験する。 

・この体験では講義中に ICT を活用し、実際の操作を体験する。 

本講義ではタイムスタディ（業務時間調査）の実施方法を学びます。タイムスタディは、業務にかかる時

間を定量的に計測し、データを可視化する手法です。可視化されたデータは業務の時間比率を検討するため

に用いられます。この手法を活用することで、間接業務や無駄な時間を特定し、業務の効率化を図ります。 

 受講者には、本手法が客観的な業務の状況を把握するための手段であることを伝えます。客観的な業務の

状況を把握し、業務におけるムリや、ムラ、ムダを見直すことで、介護現場の負担が減少することや効率的

な人員配置による処遇への効果についても解説します。 

 

図 23 介護現場の問題発見と解決スキルの研修資料粋抜 

 

講義内では実際の事例を通じて、職員が記録に費やす時間や方法の違いが生産性にどのような影響を与え

るかを分析し、最適化の重要性を学びます。集中して遂行すべき業務が分散していることや、専門職が専門

以外の業務に時間を取られていることなど、効率的になっていない業務時間を特定し、行う改善の検討を行

うことを学びます。 
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図 24 介護現場の問題発見と解決スキルの研修資料抜粋 

 

また、タイムスタディを実際に実施する場合の生産性を向上するために、タイムスタディを行うための IT

ツールについても学びます。タイムスタディを紙で記録した場合には、集計のために紙に記録後、PC 等へ入

力し、一つ一つの記録を直接業務、間接業務、その他の業務に振り分けたのちに、集計することが必要とな

りますが、介護現場におけるタイムスタディに特化したアプリケーションを使用することで、このような作

業工程を効率化できることも学びます。 

図 25 介護現場の問題発見と解決スキルの研修資料抜粋 
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第２項 【２日目 介護テクノロジーの導入の講義内容】  

時間 内容 
9:30-9:35 受講案内 研修２日目の概要説明 
9:35-10:00 第１講 介護現場場の業務改善：自職場での実践(課題 1)の共有 
10:00-10:20 第２講 介護テクノロジー活用①(概要と介護ロボット解説) 
10:20-10:50 第３講 介護テクノロジー活用②(ICT 体験) 
10:50-11:00 休憩 
11:00-11:35 第４講 介護現場の問題発見と解決スキル：リーダーシップ、心理的安定性 
11:35-12:35 第５講 介護テクノロジー導入：導入計画書作成の説明とグループワーク 
12:35-12:45 次回までの課題(自職場での実践:介護テクノロジー導入計画書の作成の説明) 

1. 介護現場の業務改善：自職場での実践(課題①)の共有 

受講者は１日目に課された課題について、グループワークで共有します。自職場で改善課題を列挙、改善

計画を立案し優先順位を検討することで、１日目で学んだ生産性向上推進活動を試行します。事前課題で介

護テクノロジーについて学んでいることから、テクノロジーの導入や活動に関する計画を立案することもで

きます。 

 

２日目 第１講 介護現場場の業務改善：自職場での実践(課題 1)の共有 25 分 

・事前課題及び１日目で学んだスキルを活用した生産性向上の取り組みについて、自職場で試行する。 

・試行したことで深めた学びを共有する。 

表 16 研修 2 日目の時間割 

図 26 自職場での実践共有場面 
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2. 介護テクノロジーの活用①(概要と介護ロボット) 

２日目 第２講 介護テクノロジー活用①(概要と介護ロボット解説) 20 分 

・主要な介護テクノロジー機器の概要と特徴と導入のポイントを理解する。 

改訂された２０２５年４月の指針に基づき、見守り機器、排泄支援機器、移乗支援機器などの重点分野に

ついて解説します。それぞれの機器の特徴や普及率を理解し、具体的な導入時の課題や解決策を議論しま

す。例えば、見守り機器では睡眠センサーの活用方法を学び、生活リズムを整えるための睡眠状態の把握方

法や利用者ごとの通知設定の工夫、移乗支援機器の工夫方法について実践的に学びます。 

 

 

図 27 介護テクノロジーの活用研修資料抜粋 
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3. 介護テクノロジーの活用②ICT ツールの活用 

２日目 第３講 介護テクノロジー活用②(ICT 体験) 30 分 

・介護 ICT の概要を学ぶとともに、主要な ICT の操作を体験する。 

音声入力対応の介護記録ソフトやインカム、OCR（文字認識）ツールといった ICT を実際に体験します。

音声入力では、スマートフォンを使って申し送り文を記録する体験を通じ、記録業務の効率化を実感しま

す。また、OCR ツールによる紙媒体のデータ化体験では、ペーパーレス化の推進と記録業務の正確性向上を

学びます。 

 

 

図 28 介護 ICT の活用研修資料抜粋 
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4. 介護現場の問題発見と解決スキル(リーダーシップ、心理的安定性) 

２日目 第４講 介護現場の問題発見と解決スキル 35 分 

・職場のデジタル化を実現するためのリーダーシップスキルセット 

(リーダーシップ、心理的安定性を生む職場つくり)を習得する。 

職場のデジタル化を実現するためのリーダーシップスキルセットを習得します。本講義では講義を中心

に、自身の行動特性やリーダーシップの特徴を振り返ります。また、自職場で介護テクノロジーを導入する

際に必要となるコーチングについても学びます。 

 

 

 

図 29 介護現場の問題発見と解決スキルの研修資料抜粋 
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5. 介護テクノロジー導入：導入計画書作成との説明 

２日目 第５講 介護テクノロジー導入計画書の作成 60 分 

・介護テクノロジー導入に必要な導入計画について、個人ワークとグループワークで体験する。 

・この体験では ICT を活用することで、会議が効率的になることも体験する。 

仮想施設「戦国武将の里」を題材に、チャットツール「LINE WORKS」の導入計画を立案するワークを実

施します。施設の ICT 環境や職員構成を考慮しながら、導入時の課題を洗い出し、その解決策を提案しま

す。その後、Google スプレッドシートを使って計画書を作成し、具体的なスケジュールや担当者の役割を明

確化します。この演習を通じて、現実的で実践可能な導入計画を作成するスキルを習得します。 

 

図 30 介護テクノロジー導入の研修資料抜粋 
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第３項 【３日目 利用者支援に向けた活用の講義内容】  

表 17 研修３日目の時間割 

時間 内容 
9:30-9:35 受講案内 研修２日目の概要説明 
935-10:00 第１講 介護現場場の業務改善：自職場での実践(課題 2)の共有 
10:00-10:45 第２講 チームがまとまり成果を生み出す考え方と方法(介護テクノロジー導入の動機づけ) 
10:45-10:55 休憩 
10:55-11:20 第３講 介護テクノロジー活用のポイント(導入のポイント、コスト) 
11:20-12:50 第４講 利用者支援に向けた活用(個別ケアの見直し、まとめ) 
12:50-13:00 事務連絡 

 

1. 介護現場の業務改善 

３日目 第１講 介護現場場の業務改善：自職場での実践(課題 2)の共有 25 分 

・２日目までに学んだスキルを活用し、生産性向上のための取り組みを計画し、試行する。 

・試行したことで深めた学びを共有する。 

図 31 自職場での実践(課題 2)の共有場面 
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この単元では、介護現場における課題を分析し、業務改善を進めるための基本的な手法を学びます。特

に、職員の負担軽減や業務効率化を図る視点を養い、現場全体の生産性向上を目指します。受講者は、自施

設の現状を振り返り、具体的な課題を洗い出した上で、改善に向けた行動計画を策定します。このプロセス

では、業務改善のために介護テクノロジーをどのように活用できるかを検討し、技術導入の可能性も探りま

す。また、演習を通じて、現場の声を反映した改善策を自発的に提案するスキルを身につけることを目的と

しています。 

2. チームがまとまり成果を生み出す考え方と方法(動機づけ) 

３日目 第２講 チームがまとまり成果を生み出す考え方と方法 40 分 

・介護テクノロジーを職場全体で活用促進するための同僚の動機付け・説得技術を養う。  

(介護テクノロジー導入の動機づけ) 

本単元では、導入後の運用における課題やトラブルに対応するための具体的な方法も議論します。さら

に、職場全体での技術活用を促進するため、同僚を説得し動機付けを行うスキルも学びます。このプロセス

では、「相手の立場」になって考え、相手にとっての具体的なメリット（Win）を提示することが重要で

す。例えば、経営者には施設の稼働率向上や地域貢献を、現場職員には業務負担軽減や給与向上などの利益

を示すことで、導入への理解を深めます。また、介護テクノロジーの導入に反対する職員の懸念を解消する

ためのシナリオ作成演習を行い、説得力のある提案を行うスキルを磨きます。

 

 
図 32 チームがまとまり成果を生み出す考え方と方法 
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3. 介護テクノロジー活用(介護テクノロジー導入、コスト抑制のポイント) 

３日目 第３講 介護テクノロジー活用のポイント 25 分 

・インターネット上から必要な情報を効率良く収集するための検索技術を養う。 

・介護テクノロジー導入時のコスト抑制＆比較技術を養う。 

介護テクノロジーの導入を円滑に進めるための知識とスキルを習得します。まず、検索エンジンを活用し

効率的に情報を収集する方法を、実践を通して学びます。導入における費用対効果の分析方法を学びます。

初期費用（イニシャルコスト）と運用費用（ランニングコスト）を分けて考え、これらを合算して比較検討

することで、コスト意識を持った適切な機器選定を行うことができる力を養います。 

 

図 33 介護テクノロジー導入のポイント研修資料抜粋 
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4. 介護テクノロジーを使った個別ケアの見直し 

３日目 第４講 利用者支援に向けた活用(個別ケアの見直し) 90 分 

・介護ロボット･ICT を使って個別ケアの質向上に繋げる実践力を養う。 

・ケアにおける質的データと量的データを融合することで質の高いケアを立案する。 

最終単元では、データに基づく科学的な介護の実践方法を学びます。利用者の生活習慣や嗜好に関する質

的データと、ICT ツールで収集された睡眠記録や排泄データなどの量的データを組み合わせ、利用者個々の

ニーズに応じたケアプランを立案します。 

はじめのワークでは、個別ケアの見直しを行いたい利用者の背景を理解し、どのような介護テクノロジー

が活用できるかを検討します。 

 

図 34 介護テクノロジーを使った個別ケアの見直し研修資料抜粋 

次に、睡眠記録と記録ソフトから排泄記録だけを抽出したものを資料として提供します。受講者は夜間の

睡眠状態を確認し、排泄記録を見ることによって、睡眠と排泄の関係を推察し、生活上の課題にどのような

原因があるのかを検討し、適切なケアを立案します。また、介護テクノロジーを活用する際には、利用者の

意思決定を尊重し、プライバシー保護に配慮することが求められます。本単元では、これらの倫理的視点に

ついても深く学び、信頼されるケアを提供するための姿勢を養います。 
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図 35 介護テクノロジーを使った個別ケアの見直し研修資料抜粋 
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第３節 サブ講師による講義補佐内容  

第１項 サブ講師の講義補佐の概要  

① 研修準備 

 研修日の打ち合わせを通じて研修内容や進行計画を詳細に確認します。これにより、研修の全体像  

を把握し、スムーズな運営を確保します。また、使用する資料や IT ツールの準備も重要な業務で

す。事前に資料を確認・整理し、オンラインプラットフォームや共有システムが正しく動作すること

を確認します。さらに、参加者への事前通知や資料配布を補助することで、参加者が研修開始前に必

要な情報をしっかり把握できるようサポートします。これにより、研修の初期段階での混乱を防ぎ、

効率的なスタートを切ることができます。 

② 研修運営のサポート 

 研修中は講師を補佐し、参加者の理解度を向上させるためのサポートを行います。具体的には、メ

イン講師の講義中に参加者の進行状況を確認し、必要に応じて個別フォローや質問対応を実施しま

す。また、ワークショップやグループディスカッションが円滑に進むよう進行を補助し、発言が活発

になるよう促します。さらに、技術的な問題や参加者の不明点が発生した場合は迅速に対応すること

で、研修全体が滞りなく進む環境を整えます。参加者の理解を深めるための重要な役割を担います。 

③ IT ツールのサポート 

 研修で使用するオンラインプラットフォームやソフトウェアを操作し、必要に応じて参加者をサポ

ートします。例えば、参加者がツールの利用方法に困っている場合、適切な指導を行い、スムーズな

利用を支援します。また、システムエラーや接続トラブルが発生した際は、迅速に問題を特定し解決

に導きます。これにより、技術的な障害を最小限に抑え、参加者が研修内容に集中できる環境を提供

します。令和 6 年度の研修では Google スプレッドシート、Google スライドを用い共同編集のサポ

ート、slack の操作方法などをサポートしています。 

④ 参加者の学習進捗確認 

 研修中、参加者の学習進捗をモニタリングし、目標達成状況を確認します。理解が不十分な箇所が

ある場合には、個別フォローを行い、具体例や追加説明を提供します。また、参加者間の学習の差を

埋めるために、適宜フィードバックを実施します。これにより、全員が研修の目的を達成できるよう

サポートします。参加者の進捗を把握することは、研修全体の効果を高めるだけでなく、次回の研修

内容を改善する貴重な材料ともなります。 
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第２項 第１日目の実施内容とサブ講師の役割 

 令和 6 年度版の集合研修では、事前にサブ講師に対して研修のタイムテーブルと役割分担、各セッ

ションにおける詳細なファシリテーション手順について説明しています。サブ講師向けガイドは研修

を円滑に進めるための指針として作成されており、特にオンライン環境での進行を想定した具体的な

対応方法を示しています。 

 第１日目のサブ講師は、グループに分かれて進行する各セッションにおけるファシリテーションや

進行補助を主な役割とし、出欠確認も併せて行います。この日程では、「①受講者自己紹介」「②生

産性にまつわる制度とガイドラインの解説」「③介護現場の問題発見と解決スキル：ケーススタディ

1」の 3 つのセッションが予定されています。それぞれのセッションで求められるファシリテーショ

ンの詳細な手順について、以下に説明します。 

①最初のセッションである「受講者自己紹介」では、サブ講師が受講者と共にブレイクアウトルーム

に入り、自己紹介の進行をサポートします。このセッションの所要時間は 15 分間で、受講者が互い

に自己紹介を行い、交流を深めることを目的としています。サブ講師は適宜話題を振るなど、スムー

ズな進行を心掛けることが求められます。 

②次に、「生産性にまつわる制度とガイドラインの解説」セッションでは、メイン講師による座学形

式の解説の後、受講者が Google スライドを使用した個人ワークを行い、その内容をグループ内で共

有します。この際、ブレイクアウトルームでの時間配分は合計 13 分間（作成 5 分、共有 8 分）で

す。サブ講師は操作に不安を感じる受講者へのサポートや、発表の進行を担当します。特に、受講者

全員が発表できる時間は限られているため、作成されたスライドの内容に基づいて質の高い回答を示

す受講者から発表を促すことが推奨されます。また、ICT への理解を深めるため、可能な場合は受講

者自身に画面共有を行わせるよう働きかけてください。 

③「介護現場の問題発見と解決スキル：ケーススタディ 1」のセッションでは、受講者が「生産性向

上ガイドラインの改善活動 7 項目」を活用し、グループで具体的な課題整理とアクションプランの作

成を行います。このセッションは大きく 4 つのステップで構成されており、合計 40 分間のブレイク

アウトルーム時間が設けられています。 

最初にメイン講師がケース概要やオンライン付箋ツール「Canva」の使い方を説明した後、グルー

プごとに課題整理が進められます。サブ講師は、受講者が付箋を分類する際に適宜指名を行い、主体

的に進めさせることが求められます。また、受講者が自身で Canva を操作することを促し、ICT の



48 

活用体験を提供してください。その後、受講者は個人で「最初に取り組むべき課題と具体的なアクシ

ョン」を考える時間が設けられます。この際、サブ講師は基本的に口を挟む必要はなく、受講者が集

中して取り組める環境を整えることが重要です。 

最後に、グループ内で各受講者が考えたアクションプランについて話し合う時間が 15 分間設けら

れています。この議論では、サブ講師が受講者を指名し、考えた課題やアクション、その理由につい

て意見を述べるよう促します。ただし、グループ全体として結論をまとめる必要はないため、議論の

進行に集中することが求められます。サブ講師は受講者の主体性を尊重しながら、円滑な進行をサポ

ートする役割を果たしてください。特に、ICT の活用やオンラインツールの操作を通じて、受講者が

積極的に学びに取り組める環境を提供することも受講者のスキルを向上させます。 

第３項 第２日目の実施内容とサブ講師の役割 

研修２日目のサブ講師は、①「介護現場の業務改善: 自職場での実践（課題 1）の共有」と②「介

護テクノロジー導入: 導入計画書作成に向けた説明およびグループワーク」の 2 つのセッションが中

心となっています。それぞれのセッションにおける進行の詳細について以下に説明します。 

 最初のセッション①「介護現場の業務改善: 自職場での実践（課題 1）の共有」では、受講者が１

日目に取り組んだ課題を基に、自職場における業務改善案を発表します。このセッションの目的は、

受講者が自らの職場で改善案を上司や同僚に提案する際に必要なプレゼンテーション力を養うことに

あります。サブ講師は受講者と共にブレイクアウトルームに入り、25 分間のファシリテーションを

担当します。受講者が全員発表できる時間がない場合は、有益な発表が期待できる受講者から順番に

発表を進めるよう調整してください。また、ICT 活用の機会を増やすために、受講者自身が画面共有

を行うよう促すことが推奨されます。 

 次に行われる②「介護テクノロジー導入: 導入計画書作成に向けた説明およびグループワーク」で

は、受講者が ICT 導入計画書を作成するプロセスを学びます。このセッションは、メイン講師によ

る説明、グループワーク、個人ワークの 3 つのパートで構成されており、各パートでサブ講師が重要

なサポートを行います。 

 まず、メイン講師がケース概要や ICT ツール「ラインワークス」の特徴について説明を行い、そ

の後、受講者はグループに分かれて導入時の課題や対策案を洗い出す作業に取り組みます。この 20

分間のグループワークでは、サブ講師が受講者を順に指名し、できるだけ多くの課題と対策案を挙げ
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るよう促します。また、Google スプレッドシートなどのツール操作について、受講者自身に入力を

任せることで ICT スキル向上を支援します。 

 グループワーク終了後、受講者は個人ワークとして導入計画書の作成に取り組みます。この作業は

20 分間行われ、最後に受講者が計画書の内容を発表し、メイン講師がそれを総括します。このプロ

セスを通じて、受講者は ICT 技術を活用した具体的な導入計画を策定する実践的なスキルを身につ

けることが期待されています。 

 各セッションにおいて、受講者の主体性を尊重しながら円滑な進行をサポートし、ICT を活用した

研修体験を提供することが求められます。特に、受講者が自らの手で操作や発表を行うことで、実践

的なスキルの習得が促進されるため、積極的な支援をお願い申し上げます。研修２日目の成果は、受

講者が介護現場で実践できる知識とスキルを獲得することに直結しています。 

第４項 第３日目の実施内容とサブ講師の役割 

集合研修３日目は、これまでの学びを受講者それぞれの職場環境でどのように実践するかを考え、

共有することを目的としています。本日のプログラムでは、受講者同士の知見を深め合い、実践的な

スキルを習得する場を提供するため、グループワークや個人発表を通じた学習が中心となります。サ

ブ講師の皆様には、１日目および２日目と同様に、ブレイクアウトルームでのファシリテーションや

進行補助、さらに出欠確認といった役割を担っていただきます。 

最初のセッションでは、「介護現場の業務改善」に焦点を当て、受講者が前日の課題を基に実施し

た取り組みを共有します。このセッションの目的は、各自の課題を整理し、同僚や上司に説得的に説

明する力を養うことにあります。受講者がプレゼンテーションを行う際には、職場の同僚に実際に説

明していると仮定しながら、説得力を持って課題や解決策を伝えるよう促してください。時間が限ら

れているため、サブ講師の皆様には発表者の選定において適切な判断をお願いするとともに、発表内

容の質を高めるための支援をお願いいたします。 

続いて、「チームがまとまり成果を生み出す考え方と方法」をテーマとしたグループワークが行わ

れます。このセッションでは、受講者が「デジタル化に後ろ向きな 3 人」という仮想ケースに基づ

き、説得トークを考案します。サブ講師の役割は、個人ワークを終えた後、受講者が作成したトーク

の内容を確認し、質の高い内容を優先的に共有する形で進行を支援することです。また、Google スラ

イドを活用した発表が含まれるため、受講者がスムーズに操作できるようフォローをお願いいたしま
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す。このセッションでは、特にグループ全体の意見をまとめる必要はありませんが、受講者が積極的

に議論に参加しやすい環境を整えることが求められます。 

最後に、「利用者支援に向けた活用」に関するセッションが行われます。このセッションでは、介

護テクノロジーを活用した個別援助計画書を作成するという実践的な課題に取り組みます。ブレイク

アウトルームでの活動は 2 回にわたり行われ、それぞれ 15 分間が割り当てられています。このセッ

ションでも、サブ講師は受講者のワークの進行を支援し、内容の質を向上させる役割を担います。発

表時間が限られていることから、事前にスライドの出来栄えを確認し、優れた内容を基にした議論が

行われるよう配慮してください。 

以上を通じて、集合研修３日目では、受講者が学びを実践的な形で深めるとともに、他者との意見

交換を通じて視野を広げることが期待されます。サブ講師の皆様には、受講者の学びを最大限に引き

出し、研修全体を円滑に進行させるための積極的なサポートをお願い申し上げます。 
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